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産総研の概要

特定国立研究開発法人
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産総研の概要

名 が研究開発活動を実施12,000
■人員■人員

※2024年３月末時点。ただし、産学官・制度来所者等については2023年度の実績
※人員数は百人未満を四捨五入のため、合計が一致しないことがある

産学官・国際制度来所者等、
顧問、参与および特定フェロー

研究職 2,200 名 

事務職 700 名

契約職員（ポスドク、テクニカルスタッフ等） 3,200 名

その他 5,800 名

AIST Solutions社員 200 名
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産総研の概要

※産総研グループ 総収入額およびその内訳は、産総研グループの
事業規模を表すために便宜的に算出したもの

■予算

運営費交付金
受託収入

施設整備費補助金

億円1,450産総研グループ 総収入額 約

654.3 億円

96.1 億円

287.2 億円

2023年度

その他

48.8 億円

うち、民間
企業受託収入 19.0 億円

資金提供型
共同研究収入

338.3 億円

知的所有権収入

9.0億円

技術コンサルティング収入

17.3 億円
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産総研の概要

量子・AI融合技術

計量標準

地質調査

エレクトロニクス・製造

エネルギー・環境

生命工学

材料・化学

情報・人間工学

■多様な研究分野
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MISSION
社会課題の解決と

我が国の産業競争力強化

産総研のミッション
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エネルギー・
環境・資源制約

への対応

人口減少・高齢化
社会への対応

レジリエントな
社会の実現

産総研が取り組む社会課題
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世界の時価総額ランキング

STARTUP DB  2024年世界時価総額ランキングより

1989 2024
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他社との差別化

2.

どうすれば他社を引き離すような
差別化が実践できるか？
イノベーションの創出



14

他社との差別化

2.

？

日本では育っていない

？ イノベーションを創出するには

どうすれば他社を引き離すような
差別化が実践できるか

天才がいれば･･･
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他社との差別化

2.

天才が必要

？

ダイバーシティ が必要

オープン
イノベーション

？ イノベーションを創出するには

天才がいれば･･･

どうすれば他社を引き離すような
差別化が実践できるか



16

企業支出研究費の国際比較
主要国の企業⽀出研究費における公的機関への支出

単位：兆円
購買力平価換算

企業支出
研究費 5 6 4 6 9 . 4 5 . 3 4 . 4 1 4
うち
大学・
公的研究
機関への
支出

0 . 5
( 0 . 9 % )

2 . 1
( 4 . 6 % )

0 . 6
( 6 . 3 % )

0 . 2
( 3 . 8 % )

0 . 1
( 2 . 3 % )

0 . 1  
( 0 . 7 % )

うち国研 0.04
(0.3%)

日本はオープンイノベーションにおいて
米中欧と比べ圧倒的に遅れている

文部科学省科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2023」を基に、産総研が加工・作成。
数値は中国、ドイツ、イギリス、フランスが2020年、日本、アメリカが2021年統計。

出典
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我が国のイノベーション・エコシステム産総研が中核となる

 シームレスかつ
迅速に社会実装へ

 企業の利益を還流して
次なるシーズ創出へ

応用
研究

実証
研究

課題
設定

大学・
公的機関

企業大学・
公的機関

企業

企業

基礎
研究

企業

スタート
アップ

社会実装 イノベーション
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 経営方針（我が国のイノベーション・エコシステムの中核）

 ガバナンス改革（執行機能分離、外部理事拡充、CTO）

 領域融合とポートフォリオ（社会実装：応用：基礎＝３：５：２）

 社会実装の加速（AIST Solutions、トップセールス、実装研究セン
ター、地域イノベーション）

産総研の経営改革
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ガバナンス体制の改革(経営と執行の分離)

現在

執行体制

各組織

事業部門の長を兼務

理事会

理事長 副理事長 理事
（外部）

理事
（内部）

執行体制

理事会

理事長 副理事長 理事
（外部）

理事
（内部）

研究開発責任者

７つの領域等の
組織

運営統括責任者

総務、安全管理等
の組織

重
要
事
項
の
意
思
決
定

執
行
の
監
視
機
能

執
行
機
能

最高執行責任者

～2021.3.31
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領域融合と研究のポートフォリオ

3 5 2
社会実装 応用 目的基礎

研究戦略企画部

最高執行責任者

エネルギー・環境領域

生命工学領域

情報・人間工学領域

材料・化学領域

エレクトロニクス・製造領域

地質調査総合センター

計量標準総合センター

研究開発責任者

融合研究

研究のポートフォリオ
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研究推進の体制

 産総研が取り組むべき３つの社会課題からバックキャスト
し、解決に必要な技術要素で整理

 研究課題を厳選し、７つの実装研究センターを創設。
融合研究を強化し、社会実装を実現

社会課題

 CCUS実装研究センター
 サーキュラーテクノロジー実装研究センター
 ネイチャーポジティブ技術実装研究センター

 次世代ものづくり実装研究センター
 ウェルビーイング実装研究センター
 セルフケア実装研究センター

 レジリエントインフラ実装研究センター

実装研究センター

実装研究センター

エネルギー・環境・
資源制約への対応

人口減少・
高齢化社会への対応

レジリエントな社会の実現
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社会実装の加速化

2023年4月設立

監査室

研究開発責任者

研究推進

運営統括責任者

組織運営

社会実装推進責任者

社会実装

最高執行責任者

COMPANY OVERVIEW
名 称 株式会社AIST Solutions
 （アイストソリューションズ）
所在地【東京オフィス】東京都港区西新橋 1-1-1

【つくばオフィス】 茨城県つくば市梅園1-1-1
代表者 逢坂清治
設立日 2023年4月1日
資本金 1億円
出資者 国立研究開発法人産業技術総合研究所（100%）
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社会実装の加速化

社会

企業

技術
シーズ

テクノロジー

研究
テーマ

技術
資産

技術
シーズ

マーケティング
バック

キャスト 事業共創

スタート
アップ
創出

ニーズ ニーズ ニーズ

社会実装

製品・サービス

研究テーマ候補/
アイデアの提案
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AISolの社会実装推進活動

「戦略的知財事業」
戦略的な知財マネジメントを行い、社会実装を果たし価値ベースの研究資金を得て再投資するという
産総研グループの組織目標実現へ貢献

キーワード）知的財産戦略の立案、知的財産の発掘及び権利化、市場分析を利かせた知財ライセンス

「プロデュース事業」
社会課題・企業側のペインポイントを起点とし、大きく花開く事業の構想を多様なステークホルダー
と共同で作りながら、企業における事業化を伴走して社会実装を加速させる

キーワード）事業共創、スタートアップ事業育成･支援、研究施設･エンジニアリング設備等の管理･運営と利用支援

「コーディネート事業」
社会課題解決に向けた顧客企業の事業変革を加速し、顧客企業の競争力強化に直結する産総研との
大型連携をできるだけ多く組成

キーワード）トップセールス、冠ラボ、共同研究、技術コンサルティング、市場調査･分析、PoC･MVP開発
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人事制度改革

 2022年度よりテニュアトラック型採用を廃止
 若手研究職員が中長期的・挑戦的な研究に取り組む環境を整備

博士型任期付
研究員制度の廃止

 2023年度より修士卒研究職の採用を拡大
 博士号取得を業務と位置づけ、費用は産総研が全額負担

新たな修士卒研究
職育成制度の創設

 社会実装加速に向け実証プロジェクトを実施するための
エンジニアリング人材の採用を2023年度より開始

エンジニアリング
人材の採用

 活躍がより反映されるメリハリのある業績手当査定制度に
 業績・貢献が報われる昇給制度に査定昇給

 業務へのモチベーション、業務効率の向上を目的に報奨金制度
（民間資金報奨金、アシスタント報奨金）を導入報奨金

● 頑張った人が報われるような人事評価制度の構築・見直しを実施

●優秀で多様な人材を獲得するために新しい採用や処遇改善を施行
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まとめ

 日本は米中欧に比べてオープンイノベーションが劣後している。
オープンイノベーションに踏み出す企業の覚悟が必要である。

 産総研では、わが国の「イノベーション・エコシステム」の
中核としての役割を果たすため、様々な改革を行ってきた。

 例えば、ガバナンス改革、領域融合の推進、研究成果の社会実装を
加速するための「株式会社AIST Solutions」の設立、人事制度
改革などを行ってきた。

 産総研は、これらの取り組みにより、日本のなかに連続的にイノ
ベーションを起こしていきたい。
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